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1978年か ら始 ま った 中国 の経 済 改革 は 、 旧来 の集 権 的 計画経 済 体制 を一 挙 に変 え よ う と
す る もので は な く、市 場 の部 分 的 な導 入 に よ って 計画 に も とつ く調節 の範 囲 を徐 々 に縮 小
しよ う とす る もの で あ っ た。 した が って 、少 な くとも1980年代 にお いて は 、 中国 の経 済 は
市場 によ る調節 と計画 に も とつ く指 令 的調 節 が併 存 す る 「双軌 制 」 の も とで運 営 され て い
た 。実 際、 食糧 の 安定 的 な 供給 や 工業 基盤 の整 備 は改 革 以降 も(中央 また は地 方)政府 の役
割 であ り、 そ の ため の重 要 プ ロ ジ ェク トは計画 に も とつ いて行 わ れ 、 そ こで用 い られ る生
産財(生 産 要素 お よび 中間 生産 物)も 計 画 にも とつ いて調 達 さ れ た。 この よ うな経 済計 画
を円滑 に遂 行 す るた め に、政 府 は 重要 な財 の生 産 を 二部 の 国営企 業 に ノル マ と して課 し、
そ れ に相 当 す る部 分 を計 画 価格(指 令価 格 または指 導価 格)で 買 い付 け た。 と同時 に、企 業
の 生産 意欲 を向上 させ る ため に、 ノル マ を超 え る部 分 に つ いて は計 画価 格 よ りも高 い市場
調 節価 格で の取 引 が認 め られ た。 こ の よ うに、 双軌 制 の も とで は 同種 の財 が2つ の異 な る
価 格で取 引 されて い た。
本稿 で は、 この よ うな 二 重価 格制 がい かな る理 由 で導 入 され、 そ れが い かな る機 能 を果
た して い たか を ミク ロ経 済理 論 に も とつ いて検 討 す る。 こ の分野 の研 究 は 実情 報告 を中心
と して お り、理 論 的研 究 は 著者 の知 るか ぎ り必ず しも多 くは な い1》。後 者 の例 と して は、
Murphy,ShleiferandVishny(1992)があ るが、 そ こで は計 画 の対 象 とな る企 業 が ノル マ
の み を生産 す ると想定 した 上で 、 計画 と市 場 の併 用が 資源 配 分上 の非 効 率性 を導 くと結 論
づ けて い る。 これ にた い して本稿 で は、 中国 の実情 をふ まえて1計 画 の対 象 とな る企業 が
ノル マを超 え る生 産 を行 った場 合 、 その部 分 を計 画価 格 よ りも高 い市場(調 節)価 格 で取
引 で きる と想定 した上 で 、効 率 的 資源 配分 が導 かれ る可能 性 を示 唆 して い る。 実際 、市 場
の 部分 的 な導 入 に も とつ く二重 価 格制 は 、計画 価格 とノル マの操 作 に よ って企 業 にた い し
て 増産 へ の誘 因 を提供 し、 市場 調 節価 格 の操作 に よって イ ン フ レを抑 制 しつつ 、経 済計 画
の円滑 な遂 行 を図 ろ う とす るもの で あ り、計画 経 済 か ら市場経 済 へ の 円滑 な移 行 を図 るた
めの過 渡 的 な方策 と して 意 義が あ った と思わ れ る。以 下 の構成 は次 の とお りで あ る。 まず
次 節で は、 生 産財 を例 に とって、 二重 価格 制 の仕組 みに つ いて概 述 す る。3節 で は、農 産
物 を例 に とって生 産 物 の二 重価 格 制 の機 能 を明 らか にす る ととも に、食 糧 増産 の た めの 買
付 価格 の 引 き上 げや ノル マの 削減 な ど、農 業 分野 で の諸政 策 に つ いて検 討 す る。4節 で は、
2節 の議 論 を踏 ま えた上 で 、生 産 財 の二 重価 格制 を物 価政 策 と関連 づ けて 論 じる とと もに、
1)二重 価 格 制 の 実 情 に つ い て はIshihara(1993)や張 軍(1997)を参 照 の こ と
。 ま た 理 論 的
研 究 に はWilliam(1987)やMurphy,ShleiferandVishny(1992)があ る 。
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安価に提供 された生産財の転売な ど二重価格制の"問題点"に ついて考察する。 このような
生産財の転売に際 しては、官僚が介入 して汚職 を行 うな どの弊害 もあったが2》、個 々の企
業の生産費用 についての情報 を持 たない政府による不適切なノル マの配分を修正 し、効率
的な資源配分 を導 く機能 を果た していたように思われる。
2二 重価格制 の仕組 み
二 重価 格 制 が適 用 され るのは、 食糧 や 重要 生 産財 な ど、 経 済計 画 の対 象 とな る財 で あ る。
計 画 の対 象 とな る主体 は 、 主 に国営 大型 企業 と重 要 プ ロジ ェク トを遂 行 す る研 究所 な どの
事業 者(こ れ らは 「申請 単位 」 と呼 ば れて い る)で あ り、 そ こで用 い られ る生 産財 は計 画
に も とつ いて調 達 され、 その生産 物 もま た計画 に も とつ いて 配給 され て いた。1989年末 に
お け る 申請 単位 数 は 、例 えば アル ミ製 造業 で11社、 セメ ン ト63社、 ガ ラ ス14社、硫 酸 製 造
業 で30社で あ り、 これ らはい ずれ も大 型 の国 営企 業 であ る3)。
経 済 計画 の対象 とな る財 は、1978年の689種類(統 配物 資53種類 と部 管 物資638種類)か
ら徐 々 に減 少 して はい るが 、1993年の時点 で も 「指 令性 計画 」 で72種類 、 「指 導 性計 画 」
で302種類 の併 せ て374種類 の財 が 計画 の対 象 とな って い た。指 令性 計 画 の対 象 とな る財 は、
石 炭 や石 油 な どの燃 料 お よび鋼 材 、木 材や セ メ ン トな どの生産 財 が68種類 、 お よび機 械 ・
電 子製 品が4種類 で あ った 。 また計 画 の対 象 とな る消 費財 は、食 糧 、食 油 や綿 花 な ど21種類
の農 産物 、 お よび 元釘 と鉄 糸 の 日用 品2種類 で、 合 計23種類 で あ った 。
指 令性 計 画 の対 象 とな る財 は政 府 の計 画 に も とつい て生 産 ・販 売 され 、 これ らの財 を扱
う生 産 ・流 通企 業 は、 原則 と して 計画 に従 うこ とを強制 され て いた。 他 方、指 導性 計画 に
お いて は、 生産 お よび 販 売は 国 と企業 との契 約 に も とつ いてお り、企 業 は正 当な理 由が あ
れ ば ノル マの 受 け入 れ を拒 否 す る こ とが で きた 。 とは い え現実 には、 ノル マの 受 け入 れ を
拒 否す れ ば共産 党 員 であ る国 営企 業 の幹部 自らの 昇進 が遅 れ るため、 ノル マが 実 際 に達 成
さ れ るか否 か は い ざ知 らず、(事 前 に)ノ ル マ の 受 け入 れが拒 否 され る こ とは ほ とん ど無
か った 。 これ らの財 は、 ノル マ に相 当 す る部 分 に つ いて は国 の指 導 に も とつい て取 引価 格
が 設定 さ れ るが、 そ れ を超 え る部 分 につ い ては あ る程度 自由に価 格 を設 定 す る こ とが で き
た 。他 面、 指 令性 計画 の 対象 とな る財 で は、 ノル マ を超 え る部 分 の取 引 場所 さえ も地 方政
府 が設 立 した公的 な取 引 市場 に制 限 され てお り、取 引 先 も政府 に よ って 認 可 され た地 方部
P
2)Murphy
,ShleiferandVishny(1992)は、賄 賂 に よ る生 産財 の実 質価 格 の上昇 が 非効 率 な
計 画部 門 の生産 財 需要 を減 少 させ 、資 源配 分 を改 善 す る可能 性 を示 唆 して い る。
3)播平正(1991)p.230を参 照 の こ と。 また、原 田忠 夫(1995,pp.65-6)によれ ば、 申請 単
位 の 中に は、 少数 で はあ るが 、民 ・公合 弁 企業 も存在 して いた 。
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門 と代理 業 者(流通 業者)に 限 られ て いた 。例 え ば、鋼 材 の取 引は 公設 の鋼 材 市場 に 限定 さ
れ、 そ の ため に政府 は、1985年に上海 、 武漢 、 天津 、重 慶 な どに7つ の 鋼材 市場 を設立 し
た 。計画 の 比重 が 低下 す る に ともな い、 この種 の市場 の増 設 が必 要 とな り、88年には全 国
で182、90年には294の鋼 材 市場 が 設 け られ てい るa)。
1990年代 に入 る と計 画 の対 象 とな る生 産財 の 比重 は 次第 に低 下 し、表1に 示 され るよ う
に、 計 画生 産財 の 割合(=計 画 出荷額/総 出荷額)は 、90年の63.6%(指令 性 計画44.6%
お よび指 導 性計 画19.0%)から、91年の54.3%、92年の26.2%、93年の18.9%へと低下 し
て い る5}。また、 計画 消 費財 は主 に食 糧 な どの重要 農 産物 を中心 と して お り、1985-92年の
間 で計 画 に も とつ い て生 産 ・販売 された 食糧 の総 生 産額 に 占め る割合 は70-80%であ るの
に た い して 、 副食 品 は15%、 日用 品 は5%と 、計 画 の 比重 は低 くな って い る5)。
[表1:計 画管 理 の割 合]
2-1計画価格
二重価格制のもとで、政府は申請単位に一定のノルマを課 し、そのノルマに相 当する生
産財 を安い価格で提供 し、生産物 を計画価格で引 き取 っているが、企業はノルマを超 える
部分の生産財を市場か.ら調達 し、その生産物 を市場調節価格で販売することがで きた。 と
同時に、非 申請企業が生産 した同種の生産物の価格(および取引条件)もまた、中央の物資
部、地方政府の物価担 当部門や所属主管部門の物価管理事務所 によって規制 されていた。
その設定基準について何 建章(1986)は、 「社会主義価格形成の基本は生産費用であ り、価
格は当該商品部門の加重平均費用に経済全体の平均利潤率 を乗 じた水準 に設定され るべ き
であるη」 と述べているが、実状は必ず しも定かではない。ただ し、計画価格で販売すれ
ば損が出る場合、生産者は国 または地方の物価部 門の許可 を受けた上で 出荷価格を引き上
げることがで き、出荷価格(=政 府の買付価格)は 企業 の平均費用に1-5%の幅の利潤を加
A
4)原田忠 夫(1995)pp.54-5を参照 の こ と。
5)農産品 につ いて も
、 計画 の 比重 は1985年の100%から、90年に は5割 程度 、92年には1割
強へ と低 下 した 後、 やや 上昇 して94年には2割 程度 とな って い る。 また、 小売商 品につ いて
も、1985年の66%か ら、90年には47%へ と低 下 し、93年以 降 は10%以下 とな って い る。
6)孫尚清(1996)p.32を参 照 の こ と。
7)何建 章(1986
,p.87>を参 照 の こ と。 この価 格 は短 期 の需 給均 衡価 格 とは異 な るが、 参入
・退 出が 自由な 長期 均衡 では 、産 業 ごとの利 潤 率 も平 準化 され よ う。そ の意 味で 、 この価 格
が長期 均 衡価 格 に対応 して い る と言 えな くもな い 。
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え た水 準 に設 定 され た8}。
表2は 、 計 画 の対 象 とな る財 の一部 の計 画価 格 と市場 調 節価 格 の変 化 を示 した もの で あ
る。 この 表 に よれ ば、1988年の イ ンフ レに よって多 くの物 資 の市場 調 節価 格 が 上昇 したが 、
そ の後 の 引 き締 め政 策 に よ って、 石 炭、 鋼材 、 セ メ ン トお よび木材 な どの市場 調 節 価格 は
下 落 して い る9}。これ に たい して 計 画価 格 は、 ご く少数 の例 外 は あ る もの の上 昇 し続 けて
い る。 そ の結 果、 ほ とん どの財 につ いて 市場 価格 と計画 価格 の差 は縮 小 して お り、 こ の こ
とは89年以 降 にお いて は特 に顕 著 で あ る。 この背 景 に は 「市 場 重視 」 の 方針 の確 立 があ り、
この 方針 に沿 って 、政 府 は 計画 の 比 重 を減 らす と同時 に、市 場調 節 価 格 との差 を縮 小 す る
よ うに計画 価格 を引 き上 げ た ので あ る。
[表2:生 産財の計画価格 と市場調節価格]
2-2市場調 節 価格
1983年、政 府 は 石炭 の 生産 を促 進 す るため に、22社の 国営石 炭 企業 に たい して 、 ノル マ
を超 える部 分 の販 売価 格 を 「指 令価 格 の上 下20-25%の範 囲で 企 業が 自由 に決 め る こ とが で
きる」 こ とを指 示 した。84年には、 対 象 とな る石 炭企業 は37社に拡 大 され た。 同年5月 に は、
「国 営工 業企 業 の 自主権 を さ らに拡 大 す る こ とに関 す る決 定」 に よって 、他 の生産 財 で も、
ノル マ を超 え る部 分 の 販 売価格 を指 令価 格 の2-20%の幅 で設定 で きる こ とにな った。具 体
的 には、鋼 材 につ いて は2%、 木材 は10%、そ の他 の生 産財 にた い して は20%の幅 が与 え ら
れ た。 さ らに1985年には、 この20%の幅 が取 り消 され て市 場調 節価 格 が 導入 され た結果 、
同種 の財 に たい して計画 価 格 と市 場調 節 価 格 が併 存 す る こ とにな った。
市場 調節 価 格 は需 給 に よ って変 動 す るが、 原則 と して 物価 部 門 の管理 を受 け る こ とにな
って いた 。 イ ンフ レを抑 制 す るた め に、 物価 部 門 は市場 調節 価格 に上 限 を設 け、 需給 均衡
価 格 よ り少 し低 い水 準 に設定 しよ う と した が、現 実 には 、 需給均 衡 価格 とほ とん ど一致 し
て い た。 また 市場 の状 況 によ って は、 国 の物 価部 門 が 「全 国統 一上 限価 格 」 を設 け る こ と
もあ つた。 国 が上 限価 格 を規 制 して いな い場合 、 地 方の 物価 部 門や 所属 主 管部 門 の物価 管
理 事 務所 が 、価 格 の急 変 を避 け るため に 地方 上限 価格 また は地 方価 格変 動 幅 を制 定 す るこ
とがで きた。上 限 価格 の 設定 基 準 も 「需給 均衡 価 格 よ りも少 し低 く」 とい うのが原 則 で あ
り、 上 限価 格 と計 画価 格 との差 は2倍 以上 にな る こ ともあ った。 一例 と して、1989年5月の
ジ
8)この制 度 は非 効率 な 企業 に た いす る救 済 であ り
、効 率 の悪 い企 業 の生 産 物ほ ど高 い価 格 で
買 い付 け られ るが、 政府 の 転 売価 格 に反 映 され るわ けで はな い。 この点 につ いて は、播 平 正
(1991,p.230>を参 照 の こ と。
9)この こ との背 景 には
、 引 き締 め政 策 に よ って、 これ らの物資 を需 要 して いた 中小企 業 の
整 頓 が あ った と思わ れ る。
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時点 で の鋼 材価 格 を記せ ば、 普通 炭 素 ・低合 金大 型 鋼 、 冷間圧 延 薄板(1mm)、同(0.5mm)の
計 画 価格 は トンあ た り、 各 々500元、870元、1,000元で あ ったの に たい し、 それ らの上 限価
格 は1,120元、2,160元、2,340元で あ った。
この よ うに、 上 限価 格 は計 画価 格 よ りも高 く設 定 され ては いた が、 需給 均衡 価 格 よ りも
低 か ったた め に、 現実 に は必 ず しも有効 に機 能 しなか っ た10)。実 際、 多 くの地 区 では、 地
方 政府 によ って 上 限価格 が導 入 され たが 、請 求書 で は上 限 価格 を守 りな が ら、別 に上 乗 せ
金 額 を現金 で支 払 わせ た りす る こ とも少 な くな く、 現実 には上 限価 格 は守 られ ては いな か
った 。
3生 産物の二重価格:農 産物の例
計画 の対 象 とな る財は 、 ノル マ に相 当 する量 を政 府 が 計画価 格 で 買 い付 け、 そ れ を超 え
る量は 市場 調節 価 格 で取 引 され て いた。 この節 で は、 この よ うな 生 産物 の二 重 価格 につ い
て 、食糧 を例 に と って説 明 す る。
3-1市場 の導 入 と買付価 格 の引 き上 げ
集 権 的計 画経 済 体制 の もとでは 、食 糧 、食 油、 綿 花 な どの 主要 な農 産 物 は、 国の 計画 に
も とつ いて 生産 され、 生 産物 は 「国家 統 一買付 価 格 」 で国 に よ って引 き取 られ て いた。 工
業 の発 展 を優 先 とす る当 時 の中国 で は》食 糧 お よび 工業 原 材料 を安価 に供 給 す るた め に、
農 産 物 の統 一買 付価 格 は低 く設定 され て い た11)。1978年12月の 「3中 全会 」 以 降、 経済 改
革 の一環 と して農 産物 の市場 取 引 が認 め られ、 農 民 が生 産 物 の一部 を 自由市場 で 販 売す る
こ とがで きる よ うにな っ た。翌 年 の夏 か らは、 農 民 の労 働 意欲 を高 め るため に、 政府 は ノ
ル マ に相 当 す る部 分 の統 一 買付 価格 を20%引 き上 げ ると同 時 に、 ノル マ を超 え る部分 に つ
いて は統 一買 付価 格 よ り50%高い 「超過 買付 価 格 」(これ は 市場 調 節価 格 に相 当 す る)を設
定 した12)。そ の結 果、 同種 の農 産 物 にた い して統 一 買付 価 格 と超過 買付 価 格 が併 存 す る と
io)この こ との背 景 には
、 生産 財 の上 限価 格 が必 ず しも整合 的 では な い とい う問題 もあ った
よ うに思 われ る 。例 えば、 大 型鋼 と中型鋼 で は,後 者 の方 が工程 が 複雑 で コス トもか か る。
に もか か わ らず、 大型 鋼 の上 限価格 は1,700元/トンで 、費 用 がか か り供給 が 不足 して い る中型
鋼 の上 限価 格(1,350元/トン)よりも350元高 く設 定 さ れて い た。 この点 につ いて は、 石原 享 一
(1991,pp.233-4)を参 照 の こ と。
ii)集権 的 計画経 済体制 の も とで は重工 業 が重 視 され てお り
、工 業原 料 の価 格が 低 く設 定 さ
れ る と同時 に、 労 働者 に たい す る賃 傘 支払 を押 さえ るた め に食糧 価 格 も低 く設定 され て いた 。
12)渡辺 利 夫(1991
,p.17)を参 照 の こ と。
一5一
い う 「二重 価 格」 が 生 じた ので あ る。
この よ うな価格 改 革 の経 済的 意 義 は、 次 の よ うに理 解 す るこ とがで き る。 い ま、1つ の
生 産 単位(農 家)を 想定 し、 その 限界 費 用線 が 図1のMCで 与 え られ る と しよ う。 また 計
画 経 済 の も とで、 政 府 が設 定 した 生産 ノル マ をN、 農 産 物 の統 一 買付 価 格 をGと す る。 こ
の価 格 は、集 権 的計 画経 済 体制 の も とで は、 需給 均 衡価 格 よ りも低 め に設定 さ れて い た。
この状 況 で 、分析 上 の単 純 化 のた め に、 各 々の 生産 単位 が利 潤(ま たは 農民1人 あた りの
利 得)の 最 大化 を 目的 と し13)、ま た ノル マの達 成 が強制 され な い と想定 す る14)。この と
き、 各生 産 単位 は 限界 収入(=統 一 買付 価格G)と 限界 費用MCと が一 致 す る点Aで 生 産
量Qを 決定 す る。 それ ゆ え、N<Qの場 合(図1-1)に は ノル マ は達成 され るが 、N>Qの場
合(図1-2)に は ノル マは 達成 され ない こ とにな る。
[図1:生 産 量 の決 定]
こ こで、 ノル マ を上 回 る農 産物 を超 過 買付 価 格Pで 販 売 で き る ように な った と しよ う。
この とき、 図2-1に示 され るよ うに、 仮 に追 加 的 な(N-Q)単位 の生 産 物 を限 界費 用 よ りも低
い価 格Gで 販 売 す るこ とか らの損 失(三 角形ABCの 面積)が 、(Q+一N)単位 の生 産物 を限
界 費用 よ りも高 い価 格Pで 販売 す る こ とか らの利 益(三 角形CDEの 面積)よ りも 小さ い
な らば、生 産 単位 は限 界 収入(=超 過 買付 価格)と 限 界 費用MCが 一 致 す る点Eで 生 産 量
Q+を決 定 す る。逆 の場 合(図2-2)に は、 この生産 単位 は以 前 と同 じ量Qを 生 産 す る。 こ
の ように、 超過 買 付価 格 の導 入 は 一部 の生 産単 位 の生 産 量 を増加 させ る効 果 を持 つ ので あ
る。 こ こで留 意 すべ きこ とは、 生産 量 を増 や した 生産 単 位 は以 前 よ りも多 くの利 潤(三 角
形GFAの 面積 一三 角形ABCの 面 積+三 角形CDEの 面 積)を 獲得 す る とい うこ とで あ る。
[図2:超 過買付価格導入の効果]
これ まで論 じたように、農産物 の二重価格制は、食糧の安定供給 のための経済計画 を維
持 した上で、誘因提供のための超過買付価格を導入 したために生 じたものである。このよ
4
13)社会 主 義経 済 にお け る企 業 の行 動 目的 は 必 ず しも利 潤 の最大 化 で はな く、 労働 者 あた り
の 所得 の最 大化 で あ るか も知 れな い。 この よ うな労働 者 管理 企 業 の行 動 につ いて は、Ward
(1958),Browning(1982)やThomson(1982)などを参 照 の こ と。 しか しなが ら中国で は、 企
業 が労 働者 数 を 自由 に決 め るこ とが で きず、 労働 者数 を所与 とす れ ば、 「労働 者 あ た り利得
の 最大 化 」 と 「利 潤最 大化 」 は 同値 にな る。
14)農業 生 産 は天候 か ら大 きな 影響 を受 け るな ど不確 実 で あ る。 その た め、 ノル マ を達 成 で
きな けれ ば厳 しいペナ ルテ ィが科 せ られ る とい うもので は なか った よ うに思 われ る。
a
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うな二 重価 格制 の導 入 に よ って、 一部 の 生産 単位 は生産 量 を増 加 させ る と ともに、 多 くの
利 潤 を得 る こ とが で きた。 もっ と も、 競 争市場 の も とでは 限界 収 入は 需給均 衡 価格 とな る
か ら、超 過 買付 価 格 が それ よ りも低 く設定 され て い るか ぎ り、 二重 価格 制 の も とで の利 潤
は 市場取 引 の も とで の利 潤 よ りも少 な くな る。
3-2増産 へ の誘 因
超 過 買付 価格 の導 入 に よ って も ノル マ を達 成 で きな い生 産単位 にた い して、 増 産 を促 す
方策 には さ まざ まな ものが あ る。 まず第1に 、統 一 買付 価 格 の引 き上 げ(図2のG線 の上
へ の シ フ ト)が あ る。 こ の こ とに よって既 に ノル マを超 え る量Q+を 生 産 して い た生 産単
位 の生 産量 は 変わ らな いが 、彼 の 利潤 は増 加 す る。 他方 、 ノル マ を下 回 る生 産Qを 行 って
いた生 産単 位 に とって、 統 一 買付価 格 の 引 き上 げ は限界 収 入の 上昇 を意 味 す るか ら、 限界
費 用線 を 一定 とすれ ば、 彼 の生 産 量 は増加 す る。 のみな らず、統 一買付 価格 の 引 き上 げ は
三 角形ABCを 縮 小 させ るこ とに よ って(こ の と き、 三角 形CDEは 不 変で あ る)、 生 産単
位 に ノル マ を上 回 る生産 を行 わ せ る可 能性 を持 つ の で あ る。実 際、 改革 当初 の 中 国で は、
超過 買付 価 格 の導 入 と統 一 買付 価 格 の引 き上 げ に よ って 、農 業生 産 は著 しく拡 大 して い る。
第2に 、 生 産単 位 に割 り当て るノル マ の削 減 も、彼 の生産 量 を増加 させ る効 果 を持 つ 。
ノル マの 削減(N線 の左 方 シ フ ト)に よって 、図2の 三 角形ABCが 縮 小 す る と同時 に、 三
角 形CDEが 拡 大 す る。 そ の結 果、 前者 の 面積 が後 者 の面 積 よ りも小 さ くな った一部 の生 産
単位 は、 ノル マ を上 回 る量 を生 産 す る よ うにな る。 この と きに も、 当該 生産 単位 の利潤 は
増加 す る。 経 済改 革 の進 展 に伴 い 、 中国 では経 済 に 占め る計 画 の比 重が 低下 して い るが、
この よ うな 生産 単 位 に課 せ られ るノル マ の削減 は 、増 産 を導 くとい う効 果 を持 ってい た。
第3に 、 超過 買 付価 格 の 引 き上 げ(P線 の上 方 シフ ト)は 、既 にノル マ を上 回 る量 を生
産 して い た生産 単 位 に と って限界 収 入 の上 昇 を意 味 す るか ら、彼 の生 産 量 は増 加 す る。 ま
た超 過 買付価 格 の 上昇 は 、 図2の 三 角形CDEを 拡 大 す る(こ の とき、三 角形ABCは 変わ
らない)か ら、 ノル マ を達成 して いな か った生 産 単位 の 一部 も生 産量 を増 加 させ、 ノル マ
を達 成 す るよ うに な る。 中 国で は、食 糧 の超 過 買付 価 格 は需 給均 衡価 格 よ りも低 く設定 さ
れ てい たが 、副食 品 の場合 には ノル マ を超 え る生産 物 は 需給 均衡 価格 で取 引 さ れて い た。
この こ とは 、 ノル マ を超 え る部分 につ いて は、 副食 品 の価 格 が食 糧 よ りも相 対 的 に高 く設
定 されて い た こ とを意 味 す るか ら、 市場 導 入 の増 産 効 果 は食糧 よ りも副食 品 の 方が大 きか
つた ことは容 易 に想 像 で きよ う。
食糧 の増 産 を促 す第4の 方 法 は限界 費 用 の削 減 であ る。 限界 費 用線MCが 下 方 にシ フ ト
すれ ば、統 一買付 価 格Gの も とで の生産 量 は増 加 す る。 のみ な らず、 三 角形ABCは 縮 小
し、三 角形CDEは 拡 大 す るか ら、 後 者 の面積 が 前 者 の面積 よ りも大 き くな った生 産 単位 は 、
ノル マ を上 回 る生 産 を行 う こ とにな る。 改革 以 降 の中 国 では、農 産物 の 買付価 格 を引 き上
げ る一方 で、農 具 や 肥料 な どの農 村工 業 品 の価格 は相 対的 に低 く押 さえ られ て いた。 表3
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に示 され る よ うに、1978年か ら84年まで の間 に農 産物 の 買付価 格 は53.6%上昇 して い るが、
農 村 工業 品 の 価格 は わ ずか7.7%しか上 昇 して お らず、 この傾 向 は90年代 にお い て も続 い て
い る。 この よ うな農村 工 業 品の相 対 価格 の低下 は 、農 産物 の増 産 効果 を持 つ ので あ る。
[表3:価格指数 と農業総生産指数]
これまで見てきたように、超過買付価格の導入、統一買付価格 と超買付価格の引 き上 げ、
ノルマの削減、 さらには限界費用線の下方シフ トは、生産単位の増産を促 すとともに、彼
らの利潤を増加 させる効果 を持つ。確かに、農業 における生産責任制の導入にもとつ く農
民への誘因提供 もまた生産量の増加をもた らすが、生産責任制が1980年代前半に確立され
た ことに留意 すれば、それ以降の(表3に 示 され る)増 産には価格改革 が大 きな影響 を及
ぼ していたように思われる。
この際留意 すべ きことは、ノルマを超 える量が需給均衡価格で取引されるという状況で
は、仮にすべての生産単位がこの価格 と限界費用が一致する点で生産を行 うな らば、社会
的限界便益 と社会的限界費用とが一致するということである。このとき、農産物の生産量
は、社会的 な余剰 を最大にするという意味で"最 適な"水 準 とな る。その意味では、すべ
ての生産単位がノルマを上回る生産を行 うように統一買付価格や ノルマが設定 され、かつ
ノルマを超 える量が需給均衡価格で取引 されるな ど、二重価格制が適切 に運営 されるので
あれば、 そのもとでも市場 と同様の資源配分が実現 されるのであ る。このようなわけであ
るか ら、 さまざまな農業改革は生産単位の利潤を増加させ るという分配効果 のみならず、
資源配分 を改善す ることによって社会全体の経済厚生を向上させ るとい う効果 をも併 せ持
っていたのである。
2-31980年代 の農 業 改革
改革 当初 の農 業政 策 は、食 糧 の 安定 供 給 のた め に、計 画生 産 に も とづ きつつ 、部 分的 に
市 場 を導 入 す る とい うも ので あ った。 この時期 には 、工 業製 品 と農 産 物 の 「鋏状 価格 」 の
是 正 な ど計 画 価格 の調整 が行 わ れ た結 果 、表3に 示 され るよ うに 、農 産物 買付 価 格 は小 売
価 格や 都市 市 民消 費 価格 よ りも大 き く上昇 した。 そ のた め農 民所 得 が 上昇 し、都 市 と農 村
の 生活 水準 の格差 は著 し く縮 小 され た 。実 際 、1985年の 都市 住民 の1人 あた り収 入 は78年
の1.6倍程 度 であ る の にた い して 、農 民1人 あた り収 入は78年の2.6倍と大 き く伸 び てお り、
都 市 と農 民 の相 対 収 入は 、78年の2.37から85年に は1.72へと縮 小 して い る15)。とは い え、
食 糧 の統 一買 付価 格 や超過 買 付価 格 は、 需 給均 衡 よ りも低 く設定 され て いた 。
1985年か らは農 産 物 の価格 自由化 が試 み られた 。農 民 に たい す る穀物 の義務 供 出制 が廃
」
15)『中 国 統 計 年 鑑1997』中 国 統 計 出 版 社p .293よ り算 出 した 。
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止 され 、都 市 市民 へ の食 糧 と工業 原 料 で あ る綿 花 を除 く農 産 物価 格 が 自由化 され た。5月
頃 か ら、 肉、 卵、 魚 、野 菜 や果 物 の価 格 が 自由化 さ れ、 一部 の都 市 で は市 民へ の食 糧供 給
も政府 に よ る定 量 配 給か ら自由購 入へ と転換 す る動 きもみ られ た 。 この こ とは全 面的 に市
場 を導 入 す る こ とを意味 す るわ け で あ るか ら、 農 産物 価 格 の上 昇 を導 くのは 当然 で あ る。
実 際投 機 的 な買 い 占め に よ って 品 不足 が発 生 し、 表3に 示 され るよ うに、 農産 物 の買付 価
格 は8.6%、都 市 市民 の消 費物価 は11.9%と急 昇 したの で あ る。 この よ うな イ ンフ レに直 面
した政 府 は 、食 糧 の安定 な供給 を確保 して混 乱 を押 さ え るた めに 、 この年 の秋 、穀 物 の義
務 供 出制 を復 活 した。 さ らに1986年1月、 国家 物価 局 は 「計 画 の 対象 とな る財 の価 格 の浮 動
範 囲 を縮 小 し、 需給 均衡 価 格 よ りも低 い 市場調 節 価格 で 販 売 す る」 こ とを決 定 した。 そ の
結 果 、価 格 自由化 の試 み は終 わ り、二 重価 格制 に復 帰 す るこ とにな った ので あ る16)。
4生 産財 の二重価格
改 革以 前 の 中国 で は、工 業 を重 視 す る集 権 的経 済 計画 の も とで 、生 産 財 の価格 は低 く押
さ え られて い た。 こ の状 況 で 、市 場 が全 面的 に導 入 され れ ば 、生 産財 価 格 は上 昇 して 国営
企業 の収 益 が悪 化 す るの みな らず、製 品 価格 もま た上昇 す る。 この よ うな イ ン フ レを は じ
め とす る経 済的 混乱 を回 避す るため に、 重要 な生 産 財 につ い て は計画 に も とつ く生 産 ・流
通 が維持 され、 そ こ に市場 が部 分 的 に導 入 され る こ とにな った。 改 革以 降 も、 工業 基盤 の
整備 は政 府 の役 割 で あ り、 そ こに投 入 され る生産 財 は計 画 に も とつ いて 調達 され た。 こ の
よ うな経 済 計画 を 円滑 に遂 行 す るた め に、政 府 は重 要 な生 産 財 の生 産 を一部 の国営 企業 に
ノル マ と して課 し、 それ を計 画価 格 で引 き取 った ので あ る。
い ま、川 上企 業 が生 産 した財 が、 川下 企業 の 中 間生 産物 と して用 い られ る とい う状 況 を
想 定 しよう。 この 種 の中 間生 産物 は 国 の重 要 プ ロジ ェク トの み な らず 、 日用 品 をは じめ と
す る非 計画 分 野の 生 産 に も用い られ る。 これ らの非 計 画分 野 の 生産 物 は需 給均 衡価 格 で取
引 さ れ るわ けであ るか ら、 そ こに投 入 され る生 産財 の価 格 が 低 く設 定 さ れ る場 合 には 、企
業 は効 率的 水 準 よ りも多 くの量 を生 産 す るこ とに な る。 したが っ て、 資源 の効 率 的な 配分
のた め には、 少な くとも非計 画分 野 に投 入 さ れ る生産 財 に つい て は、 そ れ を需給 均衡 価格
で供給 す る必 要が あ る。
他 面、計 画 分野 につ いて は計 画 量 を計画 価格 で調 達 しな け れば な らず 、 その ため に政 府
は、 企業 に たい して 適切 な 誘 因 を提 供 して ノルマ の達 成 を促 す必 要が あ る。計画 分 野の 川
上企 業 に ノル マ を達 成 させ るため の 方策 には 、前 節 で論 じた よ うに さ まざ まな もの があ る。
しか しなが ら、 ノル マ を縮 小 すれ ば計 画 の遂行 に必 要 な量 を確 保 する こ とがで きな くな る
16}播平 正(1991
,p.238)を 参 照 の こ と 。
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し、 また調達費用の増大 を意味する計画(買付)価格の引 き上げは、予算上、困難であるか
も知れない。さ らに、 当該企業の生産物が中間生産物 として川下企業の最終財生産に投入
される場合、中間生産物 の価格上昇は最終財 の価格 をも引 き上げ る効果を持 とう。実際、
工業製品の価格を押 さえてイ ンフレを抑制するには、生産財の価格 を低 くめに設定する必
要があ り、そのために政府は計画の対象 となる生産財の市場調節価格 をもコン トロール し
たのである。このような物価政策 の観点 からは、市場調節価格の引 き上 げもまた、企業 に
ノルマを達成させ るための誘因 として必ず しも適切なものではないかも知れない。これ ら
の理 由か ら、川上企業 にたいす る誘因提供 として、生産要素の安価な供給にもとつ く限界
費用線の引 き下げが選択 されたのである。
これ まで見て きたように、同種 の生産財であっても、それが中間生産物 として非計画部
門(最 終生産物は市場価格で取引される)に 投入されるか、または計画部門(最 終生産物
は計画価格で取引される)に 投入 されるかによって、効率的資源配分の観点か らの適切な
(投入)価 格は異なるこ とになる。そのために政府 は、計画の対象 となる財の価格および
取引先 を規制す るとともに、非 申請単位が生産す る同種 の財の価格をもコン トロールする
必要があった。 このような理由か ら、2節 で論 じたような二重価格の仕組みが導入 された
のである。以下では、企業 の行動 目的が利潤の最大化であると想定 した上で17)、生産財の
二重価格制について検討する。
4-1市場調 節 価 格 と生 産財 価格 の設定
二重価 格 制 の も とでは 、 まず は じめに 、計 画 の対 象 とな る企業 にた い して、 計 画 に も と
つ くノル マ と生 産 物 の買 付価 格 が設 定 され る。 い ま、 ノル マNと 計 画価 格Gを 所与 と し、
物価 政策 の観 点か ら許 容 で きる最 高水 準 に市場 調 節 価格Pを 設 定 した と して も 、 当該企 業
にノル マ を達 成 す るに足 る誘因 を 提供 で きない も の とす る。 この とき仮 に、 ノル マ に相 当
す る部 分 の生 産財 を安価 に供 給 し、 それ を超 え る量 につ いて は当該 企業 が市場 調 節価 格 で
調 達 す るす る とい う二重 価 格制 が 導入 され た と しよ う。 この こ とに よ つて、 当該 企業 に ノ
ル マ を達成 させ る ため に は、 図3に 示 され る よ うに、 限界 費用線 の下 方 シ フ トに よ って 、
三 角形A'BC'の 面積 が 三角 形CDEの 面 積 よ りも小 さ くす る必 要 があ る。す な わ ち、三 角
形A'BC'の 面積 と三角形CDEの 面積 が 一 致 す る とすれ ば、 ノル マ に相 当 す る部 分 の生 産
財 の供 給価 格 を、市 場価 格 よ りもCC'以 上 引 き下 げ る必 要が あ る。 この と き、 企業 の 限界
費用線MC'は ノル マNま で はF'C'で あ り、 そ こで ジ ャ ンプ し、 ノル マ を超 え る部 分 に
つ いては も とのMCと な る。 この 状 況で 企業 は、 限界収 入(=市 場 調 節価 格)と 限界 費 用
s
17)張軍(1997
,pp.151-2)が論 じて い る1985年の国 営企 業 にた いす るア ンケ ー ト調 査で は、
利 潤 が政 府計 画 の達 成 よ りも優 先 され て い る。 この こ とは1992年に林 が 行 った調 査 で も同様
で あ る。 後 者 につ いて は林 、票 、 李(1997,p.55)を参 照 のこと。
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MCが 一致 す る点Eで 生 産 量Q+を 決 定 し、 三角 形GF'A'の 面積 に相 当す る利 潤 を得 る。
この利 潤 は、 生 産財 を市 場調 節 価 格 で調 達 す る場 合 の(三 角形GFAの 面 積 に相 当 す る)利
潤 よ りも多 くな っ てい る。
[図3:生 産財の投入価格]
しか しな が ら、 当該 企業 が ノル マ を課 さ れ るこ とな く、 生産 財 を市場 で調 達 し、 生産 物
を(市 場調 節 価 格 を上 回 る)市 場 価格 で 販 売す る こ とがで きるの で あれ ば、 この企業 は生
産 量 を増 や しつ つ 、多 くの利潤 を得 る こ とがで きる。 その 意味 で は、 生 産財 の二 重価 格 制
に よって利 潤が増 え る とは いえ、 生産 物 の二 重価 格制 に よ って利 潤 は大 き く減 少 して い る
ので あ る。 実際 、政 府 に よ る計 画 価格 で の 買い付 けは 国営 企業 か ら政 府へ の所得 移転 で あ
り、政 府 の 国営 企業 にた いす る さ まざ まな援 助 に は、 この種 の所得 移 転 を相 殺 す る役 割 が
あ った と思 われ る。 この よ うな政 府 の援助 は企業 の 自主 権確 立 を 妨 げ、 企業経 営 にた いす
る政府 の 干 渉 を正 当化 す る と ともに、 企業 の行政 依 存体 質 を助 長 した。 実際 、 国営 企業 の
9収益 が悪化 した場 合
、 そ の赤字 は 政府 に よ って補 填 され た ので あ る18)。
4-2串軌 行 為 とそ の防止 策
分析 上 の 単純化 の ため に、企 業 が ノル マ を達成 で きな くて も、厳 しいペ ナ ル テ ィが科 せ
られ ない もの と想 定 す る。 この と き、 仮 に投 入 され た生 産財 を投 入価格 を上 回 る価格(例
えば市 場調 節 価格)で 転 売で きるので あ れ ば、 自らの利 潤最 大化 を行 動 目的 とす る企 業 は、
図4に 示 さ れ る よ うに、 限界 収 入 と真 の 限界 費用 が 一致 す る点 で生 産 量 をQに 設定 し、 余
ったN-Qに 相 当 す る物 資 を市場 調 節価 格 で転 売 す る。 とい うの は、生 産 量Qの も とで 、
追 加 的な 生 産 を行 うこ とか らの限界 利益(=計 画 価格(G)一限界 費 用(MC'))と転 売 を行 う
こ とか らの 限界 利益(転 売価 格 一投 入価 格=FF'の 長 さ)と が 一致 し、 それ以 上 の生 産 量
水 準 では後 者 が 前者 を上 回 るか らであ る。 実 際、 二重 価 格制 の も とで は、 この よ うな生 産
財 の転 売 や ノル マ に相 当 す る(中 間)生 産 物 を企 業が 勝 手 に販 売 す る とい う 「串軌行為 」
が しば しば報 告 さ れて い る。
[図4:生 産財 の転 売]
生 産 財 の転 売 を 防 ぐには、 転 売価 格 を投 入価 格 と一 致 させ 、転 売 か らの限界 利益 をゼ ロ
に すれ ば よ い。 こ の状 況 で、 図3に 示 され るよ うに、投 入価格 が適切 に設 定 され るな らば、
is)この よ う なSoftBudgetConstraintにまつ わ る 諸 問 題 に つ い て は
、Kornai(1985)や
Qian(1994)など を 参 照 の こ と 。
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企 業 は ノル マ を達 成 した 上 でQ+を 生産 す る。代 替的 な 方策 は 図5に 示 され る。 こ こで は、
台形B'BCC'の面積 が 三角 形CDE・の面積 と一致 して い る。 この こ とは、 ノル マ よ りもBB'
だ け少 な い量9を 生 産 す るの に必要 な 生産 財 を、 需給 均衡 価 格 よ りC'B'だけ安 い価格 で
供 給 して い るこ とを意 味 してい る。 この時 、企 業 の限界 費用 は、 生 産 量 Ω まで がF'B'で
表 され 、 そ こで ジ ャ ンプ して、Ω 以 上 の生 産量 に つ いて は も とのMCで 与 え られ るか ら、
この企業 はQ+の 量 を生 産 す る こ とにな る。 この こ とは 、生 産財 の供給 量 と投 入価 格 の代
替性 を示唆 してい る。い ま、 生 産財 不足 な どの理 由か ら、政府 が企 業 に たい して ノル マ を
達成 す るの に必要 な量 を提供 で きな いも の と しよ う。 この と き、 提 供 す る生産 財 の量 を減
ら して も、 そ れ を補 うに足 る投 入価 格 の引 き下 げ を行 え ば、 企業 に ノル マを上 回 るQ+の
生 産 を行 わ せ るこ とがで きるの で あ る。
♪
[図5:投 入量が少ない場合 の代替策]
そ もそ も生 産財 の転 売 に は いか な る不 都 合 があ るのだ ろうか?取 引 が強制 され ない か
ぎ り、 生産 財 の売 買 は売 り手 と買 い手 の双 方 の利益 とな ろう。 また、 すべ て の財 が市場 で
取 り引 きされ る状 況 では 、個 々の企 業 の 当該 生産 財(要 素)の 限界 生 産物 価値 は社 会 的 な
限 界生 産物 価値 と一 致す るか ら、 限界 生産 物価 値 の高 い(そ れ ゆ え多 くを支 払 う用意 を持
つ)企 業 に よ る生 産財 の 購 入 は資源 配 分 を改善 しよう。 しか しな が ら双軌 制 下 の中 国で は、
計 画 の対象 とな る財 の価 格 が低 く設定 さ れて い たた め、 これ らの財 を生産 する川 下企 業 の
(生産 要素 の)限 界 生産 物価 値 は 、社会 的な 限界 生産 物価 値 よ りも低 くな って いた。 そ れ
ゆ え、 個別 的 利潤 動機 に も とつ く国営 企業 か ら民 営企 業 へ の生 産財 の転 売は、 資 源配 分 を
一改 善 す る とはい えな い こ とにな る。 また、 生 産財 が計 画 の 対象 とな る財以 外 の生 産 に用 い
られ るな らば、経 済 計画 の 遂行 に も支 障 を きたす こ とにな る。 これ らの点 に配慮 しつつ 、
以 下 では 、 ノル マ を ともな う生 産財 の移 転(売 買)を 想 定 し、 計 画 の対象 とな る財 の ノル
マが 達成 さ れ る とい う条 件 の も とで、 生産 財 の取 引 に よ って資 源 配分 が 改善 さ れ る可 能性
につ いて検 討 す る。
い ま、個 々の企 業 の生 産効 率(限 界 費 用線)が 異 な って い るに もか か わ らず、 この種 の
情 報 を持 た ない政 府 が適 切 な ノル マ を設定 で きず、 すべ て の企 業 に 同 じノル マ を課 した と
しよ う。 二重 価格 制 の も とで、 限界 費 用 が高 い非 効率 な 企業 は、仮 に ノル マの達 成 を強 制
され るので あれ ば、 図6-1に 示 され る よ うに、 ノル マNを 生 産 し、 三角 形GF'A'の面積 か
ら三 角形A'BC'の面 積 を引 い た もの に相 当 す る利 潤 を得 る。他 方 、限 界 費用 が低 い効 率 的
な企 業 は、 図6-2に 示 さ れ るよ う-に、Q+の 生産 を行 い、 三角 形GF'Bの 面積 と三 角形C
DEの 面積 の和 に相 当 す る利 潤 を得 る。
この状 況 で生 産財 の移 転 が認 め られた と しよ う。 こ の と き、 非 効率 な 企業 はN-Q-の 生




す る利 潤 を得 る。 の みな らず、 この ような 生産 財 の返 却 に よ って ノル マがQ一 へ と削減 さ
れ るの であ れ ば、 この企 業 はQ+の 生産 を行 い、 三 角形XYEの 面積 に相 当す る利 潤 を追加
的 に得 るこ とがで きる。 したが って この企 業 は、 生 産財 を返 却 してノル マ を削 減 して も ら
うた めに、 三 角形A'BC'の 面積(ノ ル マ を生 産 す る場合 の損失)と 三 角形XYEの 面積 の
和(図6-1の 斜線 部 分)に 相 当す る金額 を支 払 う用 意が あ るこ とにな る。
仮 に政府 が 、非 効 率 な企業 か ら返 却 さ れ た生産 財 を、(ノ ル マ の増加 と とも に)効 率 的
な 企業 に回 した と しよう。 これ を引 き受 け る場 合 、 この企 業 の生 産量Q+は 以 前 と変 わ ら
な いが、追 加 的 な ノル マQ+一Nを 価 格Gで 販売 す るため 、三 角形CDEの 面積 に相 当す る
利 潤 はな くな り、三 角形BWVの 面 積 に相 当す る損 失 を被 るこ とにな る。 したが って 、追 加
的 なノル マ を引 き受け させ るため に、 政 府 は この 企業 に たい して 、三 角形CDEの 面 積 と三
角形BWVの 面積 の 和(図6-2の 斜 線 部分)に 相 当す る補 助金 を支 払 う必 要が あ る。
こ こで留 意 すべ きこ とは、非 効 率 な企 業 が ノル マ を削 減 して も ら うた め に支 払 って も よ
い と考 え る金 額 が 、 ノル マ を引 き受 け させ る ため に政府 が効 率的 な企 業 に支払 う補助 金 よ
りも多 い とい うこ とで あ る。 この こ とは、 次 の よ うに して確 か め られ る。 まず は じめ に、
四 角形A'BC'Xの面積(ノ ル マ の削 減分 に(P-G)を乗 じた値)が 四角 形BWEDの 面積 と等 し
い ことに留 意 しよ う。 また、 四角 形A'C'CYの面 積(ノ ル マの 削減 分 に原材料 価 格 の引 き
下 げ幅 を乗 じた値)と 四 角形BVECの 面 積 は 一致 す るか ら、 四角 形A'C'EYの面積 は 四角
形BVECの 面積 よ りも三 角形EC'Cの 面積 分 だ け小 さ くな る。 したが って 、効 率的 な企 業
へ の補 助金(四 角 形BWEDの 面積 と四角 形BVECの 面積 の差 に相 当す る)は 、 非効 率 な企
業 が 支払 う金額(四 角形A'BC'Xの面積 と四 角形A'C'EYの面 積 の差 に相 当 す る)よ りも
三 角形EC'Cの 面積 分 だ け少な くな るの であ る。
[図6:生 産 財 移転 の効 果]
この こ とは、 ノ ル マを 削減 す る こ とにた いす るペ ナ ル テ ィ と追 加的 な ノル マ を引 き受 け
るこ とへ の 補助 金 が適切 に設定 され る ので あれ ば 、(ノ ル マの移 転 を伴 う)生 産 財 の移転
に よって、 い かな る経 済 主体(政 府 お よび 企業)の 利 益 を損 ね る こ とな く、 い ずれ か の主
体 の利益 を増加 させ る とい う、パ レー ト的 改善 が もた ら され るこ とを意 味 して い る。 さ ら
に言 えば、 この よ うな生 産財 の移 転 は、 政府 が介 入 しな くて も、企業 間 で の合 意 に も とつ
いて行 わ れ得 るので あ る。
それで は、 この よ うな パ レー ト的 改 善 は どこか ら生 じるのか?こ の点 につ い て考 え て
み よ う。 この際 留意 すべ き ことは、 生 産財 の 移転 前 後 にお いて効 率 的 な企業 の生産 量 は 変
わ らな いが 、非効 率 な企 業 は、 ノル マが 強制 さ れ る状況 で はN単 位 を生産 しな けれ ばな ら
ず、 そ こで は真 の限 界 費用MCが 限界 収 入(=市 場(調節)価 格)を 上回 ってい る とい う こ と
で あ る。そ の ため に、 図6-1の三 角形EC'Cの 面積 に相 当 す る"非 効 率"が 発 生 して い る
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ので あ る19)。これ に たい して、 生産 財 が移転 され た後 で は、生 産 量Q+は 限界 費用 と限界
収 入 が一 致 す る点 で決 定 され るか ら、 この種 の非 効 率 が解消 され るので あ る。
こ こで留 意 すべ きこ とは、 生産 財 の移 転 が可能 とな る こ とに よ って非 効 率な 生産 が行 わ
れな くな る結果 、総 生 産 量 は減 少 す るが、政 府 の計 画量 は確保 され る とい うこ とで あ る。
そ の意 味で 、生 産財 の移 転 は、(個別 企業 の費用 関数 につ いて の情 報 を持 たな い)政府 に よ
る不 適切 な ノル マ の配 分 を修 正 す る とい う機 能 を 果た して いた よ うに思 わ れ る。
も ちろん 中国で は、 生 産財 を移転 する際 に は関係 部 門 の許 可 を得 な けれ ば な らな か った。
この際 、移 転価 格 が適 切 に設 定 さ れ、 ノル マ が適切 に修正 され る ので あ れば、 生 産財 の移
転 はパ レー ト的改 善 を もた らそ う。 しか しな が ら現実 に は、 これ らの点 につ いて 必 ず しも
適切 な管 理 が行 わ れ て いな か った 。生 産財 の配 分権 を握 る官僚 に とって、 「計 画 配分 命 令
書 」 とい う1枚 の紙 の交 付 に よ って暴 利 を得 る こ とは容 易で あ っ た し、企 業 間で 生 産財 を
交換 す る際 に も官 僚 が介 入 し、 彼 らの私 利 私欲 に も とつ いて取 引価 格(こ の よ うな価 格 は
「物 資 協作 価 格」 と呼 ばれ て い る)を 勝 手 に決め て しま うこ とも あ った 。 この よ うなヤ ミ
取 引が 経済 の混乱 を招 き、 計画 の 達成 に悪 い影響 を及 ぼ したた め、1988年7月、 政府 は行 政
権 と経 営権 が 未分 割 な官 庁 に よ る商業 活 動、空 売 り ・転 売や 暴利 の獲得 な どの 問題 を抱 え
て い る不 良企 業 を整理 したので あ る20)。にもか かわ らず串軌 行 為 は解 消 され ず、 また輸 送
能 力 の不足 な どの理 由か ら21)、必 要 な生 産要 素 を各 企業 に計画 どお りに配給 で きなか っ た
ため、1992年の 時点 にお いて も企業 の8割 が 契約 ノル マ を達 成 で きず、16種類 の計 画生 産
財 の うち14種類 が計 画 目標 を達 成 で きな か った。 これ らの計 画 生 産財 の 目標 達成 率 は ほ と




1978年以前の中国では、集権的計画経済体制 のもとで重工業優先 の経済政策 が行われて
お り、食糧や工業原料 の価格 は低 く押さえられていた。 この状況に市場 が全面的に導入さ
れれば、相対価格が急変 し、経済的混乱を招 くことにな ろう。また改革以降 も、食糧 の安
J
19)需給均衡 価 格 が市場 調 節価 格 よ りも高 い場合 に は
、 この種 の"非 効 率"は 必 ず しも社 会
的 な非 効率 を意味 す る もので は な いが、政 府 と企 業 の利 益 の総 和 は減 少 す る.両 者 が一 致 し
て い る場合 、 こ の種 の"非 効 率"は 社 会 的 な非効 率 を意 味 す る。
20)石原 享 一(1991
,p.240)を参 照 の こ と。
21}馬洪 ・孫 尚清(1993
,p.109)によれ ば、1992年の時点 で鉄 道 が 実 際 に輸 送 した量 は計 画
量 の70%程度 で しか なか った 。
22)馬洪 ・孫 尚清(1993
,p.290)を参 照 の こ と。
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定 的な 供給 や 工業 基盤 の整備 な どは政府 の役 割 で あ り、政 府 は 計画 に も とつ いて重 要 プ ロ
ジ ェク トを実行 した。 これ らの計 画 を遂行 す る には、 計 画 され た財 を計 画 され た価 格 で調
達 す る必要 が あ り、 相 対価 格 の大 きな 変化 は計 画 の遂 行 を困難 に す る。 この よ うな混 乱 を
回 避 す るた めに 、改 革 以降 も計 画 を 主 と し、 そ こ に市 場 を部 分 的 に導 入 す る とい う手 法 が
採 られた ので あ る 。計画 と市場 とが併 存 す る双軌 制 の も とで の二 重価 格制 は、 まず第1に 、
イ ン フレを抑 制 し、相 対価 格 の急 激 な変化 に ともな う経 済 的混 乱 を 回避 す る とい う役 割 を
果 た して い た よ うに思 わ れ る23)。実 際、1980年代 の 中頃 まで は、 政府 の価格 政策 の主要 な
目的 は、 食糧 や 重 要生 産 財 の計画 価格 や 市場 調節 価 格 を管 理 す る こ とに よって 、計 画経 済
体 制 の下 で の相 対価 格 を大 きな混 乱 を引 き起 こす こ とな く需給 均 衡価 格 へ と徐 々 に近づ け
るこ とであ った。 また第2に 、3節 で論 じた農 産物 の例 か ら も明 らかな よ うに、計 画経 済
体制 の も とで の低 い 買付 価格 ゆ え にノル マ を達 成 しな か っ た生産 単位 にた い して、超 過 買
付価 格 で の販 売 とい う誘 因 を提供 す るこ とに よ って彼 らの増 産 を促 した。 さ らに生 産財 の
二 重価 格制 は 、価 格規 制 によ って イ ン フ レを抑 制 しつつ 、価 格 とノル マ の操 作 によ って、
企 業 にた い して増 産 へ の誘 因 を与 え、計 画 の 円滑 な遂 行 を 図 ろ う とす る もので あ ったL4。
分配 面 につ いて 言 え ば、 企業 に たい す る生産 要 素 の安 価 な提供 は 当該 企 業 の利潤 を増 加
させ るが、 生 産物 の計画 価 格 での 買 い付 けは企 業 利潤 を減 少 させ よ う。 その意 味 で、二 重
価 格制 によ って企 業 収益 が 改善 され た とは一概 には 言 えな い し、多 くの場 合、 後 者 の効 果
が前 者の効 果 よ りも大 きいか ら、 企業 の収 益 はか え って 悪化 す る。 この よ うに して生 じた
企 業 の赤 字 を政府 が補填 した ため 、企 業 の行政 依 存体 質 が なか な か改 善 され な か った とい
う面 は否 め な い。
しか しな が ら、二 重価 格 制 の導 入 は計画 経 済 の も とでの 資源 配 分 を改善 す る し、 ノル マ
や市場 調 節価 格 が適 切 に設 定 され るな らば、 二重 価 格制 の も とで も市場 経 済体 制 の も とで
と同様 に、効 率 的 な資 源 配分 を実 現 す る ことが で きるので あ る。 近年 、 中国政 府 は 計画 の
比重 を低 下 させ て 、市場 経 済体 制 へ の移行 を積極 的 に試 み て い る。 その意 味 で 、二 重価 格
・制 は企業 の行 政依 存体 質や 串軌 行為 に よ る混 乱 を導 い た とは いえ 、計 画経 済 か ら市場 経 済
へ の円滑 な移 行 を図 るた めの過 渡 的 な方策 と して意 義 があ った と思 われ る。
23}この点 に関連 して張 軍(1997,P.165)は、工 業 優先 政策 の も とで 低 く押 さ え られ て いた生
産財 価格 が高 騰 し、 高 め に設定 さ れて いた 工業 製 品価 格 が下 落 すれ ば、 国営 企業 の収益 が悪
化 し、 その運 営 が 困難 とな る可 能性 を指 摘 して い る。 当時 の国営 企業 は増大 す る労働 人 口 の
捌 け 口であ り、 これ らの企業 の倒産 は大 量 の失 業 を発 生 させ 、社 会 的 な混乱 を もた らす可能
性 があ っ た。
24}この点 につ い ては、2-2節で事実 との対 応 を論 じて い るが、本 稿 で は本 格的 な実 証 は行 わ
れ て いな い。 この 点 は今 後 の研 究課 題 で あ る。
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(出所)1978年と86年につ いて は、 馬凱 『従計 画価 格走 向市場 価 格 』 中国 物価 出版 社1993
年106,157,205ペ-ジ よ り算 出 した。90年以降 につ いて は、 中国 国家 計画 委 員会 市場 与
価 格研 究所(編)『 中国物 価』 第11期(総 第79期)中 国 物価 編 輯部 出版1995年8-12ペー ジ
所 収 の郭 剣 英(著)「三 種 価格 形 式所 占比重 及其 変化 」 を参 照 の こ と。





















































































(出所)1979年と84年につ い ては 、張 軍 『"双 軌制"経 済学:中 国 的経 済 改革 』 上海 人民
出版 社1997年315ペー ジ、80年につ い て は播平 正 『生 産資料 市 場行 為 指 南』 中国経 済 日
報 出版社1991年31ペ ージ、87-91年の公 定価 格 と市場 価 格 につ い ては 馬凱 『従 指 定価 格走
向市 場価 格 』 中 国物価 出版社1993年297-300ペ-ジ、 こ の時期 の 計画 の 比重 につ いて は、
中 国国 家統 計局(編)『 中 国統 計年 鑑1993』中 国統 計 出版 社1993年502-503ペ-ジ。
注1)計 画価 格 は指 定価 格 または指 導価 格 で 、単 位 は 元/トンで 、 い ずれ も 出荷価 格 で ある。
注2)価 格 差=市 場 価格 一計画 価格 。
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(出所)中 国国 家統 計局(編)『 中 国統 計 年鑑1997』中国統 計 出 版社1997年。
注1)農 産物 に つ いて は買付 価 格の 指数 で あ り、 農村 工 業 品 につ いて は農 村 用工 業 品 の小 売
価格 指 数 で あ る。









































































[図6:生 産財移転 の効 果]
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